
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

都道府県決算（見込み）

17                                                                  

17                                                                  

％ ％

17                    ％

17                    

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

91,094,754                                                               

91,094,754                                                               

195,899,991                                                              

％

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

支出等割合

7,239,310         

-                       -                    

管内市町村決算（見込み）

543,919,991                                                              消費者行政決算総額（見込み）

53,537,345       

27,703,750       63,391,004       

市町村 合計

-                       1,349,929           1,349,929         
１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

合計

都道府県

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

支出等額

事業名（事業メニュー）

-                    

91,094,754       

4,846,460           

-                       

7,057,530           

17,367,357         36,169,988         

886,013             

21,024,627         28,082,157       

2,392,850           

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

-                       

-                       -                       

348,020,000                                                              

-                    

うち、先駆的事業 -                       

886,013           

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

別　紙



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

人日

人日

事業実施自治体

法人募集型

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

自治体参加型

人日

事業実施自治体

人

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

人

広島市，竹原市，三原市，廿日市市，江田島市，熊野町

管内市町村

県

人日

追加的総業務量（総時間）

7,057,530

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

11,665

4,487

32

広島市，竹原市，三原市，福山市，府中市，庄原市，東広島市，廿日市市，安芸高田市，江田島市，府中町，熊野町，坂町，北広島
町

対象人員数
（報酬引上げ）

3

県 3

人

県

24,852,461

管内市町村 20

20

管内市町村

対象人員数計 追加的総費用



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

事業名（事業メニュー）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

合計

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

事業計画

28年度
補正予算

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

事業（実績）の概要

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

- 

1,221,041

事業経費

市町の消費生活相談業務を支援するため，消費生活相談員の研修参加を支援

消費者庁創設に伴い増大する業務に対応するため臨時職員の雇
用，事業者指導強化のための専門嘱託員の雇用

市町支援のための弁護士相談会の実施

各分野の専門家による相談，高齢者等の見守りネットワーク活動促
進，若者向け啓発，高齢者向け啓発，消費者教育参考資料の作成，
ライフステージに応じた消費者教育の推進，消費生活相談窓口高度
化研修の開催，ＩＣＴ活用市町相談窓口支援

地域の消費者団体等が行う消費者問題解決のための事業に対する補助

事業者指導・法執行のための事務費

消費生活相談行政に従事する者のレベルアップを図るための研修の開催

事業の実績

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業経費
交付金等対象経費交付金等対象経費

2,024,000 2,024,000 1,950,780 729,739

350,000 442,070 442,070

7,276,000 7,276,000 350,000 7,057,530 7,057,530

1,056,000 1,056,000 886,013 886,013

19,178,000 18,587,000 591,000 16,613,304 16,613,304

1,345,000 1,345,000 107,190 107,190

900,000 713,000 187,000 646,863 646,863

26,482,709 1,221,041 350,000 27,703,750 32,129,000 31,001,000 778,000 



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

研修参加・受入

実地研修受入人数

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

実施形態

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

研修参加・受入要望

実地研修受入希望人数

人

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

年間研修総日数
法人募集型

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業 弁護士相談会（報償費）

対象経費（実績）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

人

人

人日

消費生活相談員レベルアップ研修の開催（委託料，使用料・賃借料）

参加者数

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

実績

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

年間研修総日数

専門家相談の実施（報償費，役務費，旅費）
高齢者等見守りネットワーク活動の促進（委託料，旅費）
高齢者向け啓発冊子等制作（委託料）
若者の消費生活相談窓口周知業務（委託料，旅費）
消費者教育参考資料の作成（旅費，需用費，委託料）
消費生活相談技術高度化研修（委託料）
ライフステージに応じた消費者教育の推進（報償費，旅費，委託料）
ＩCTを活用した市町消費生活相談窓口支援（旅費，委託料）

自治体参加型
参加希望者数

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 研修参加（旅費，負担金）

消費者団体等による地域の消費者問題の解決に資する活動に対する補助（補助金）

事業者指導専門員による事業者指導（旅費）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

事業計画

事業者指導専門員及び臨時職員人件費(報酬，賃金，共済費）

人

人日

事業者に対する啓発及び法執行に係る知識・技能の習得が図られた。

事業者指導の強化及び活性化事業の実施の円滑化が図られた。

人日

金融商品やｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等,専門的な分野に関する相談への対応が可能となった。
高齢者を見守る立場の人に向けた情報提供や研修会の開催により，地域における見守り
活動を支援した。
啓発資材の作成・配布やWebによる情報発信により，高齢者や若者の消費者被害の未然
防止が図られた。
消費者教育参考資料の作成や啓発資料の作成配布により，学校における消費者教育の
推進を支援した。
消費者教育担当者研修の開催や，消費者教育に関するWebサイトにより，ライフステージ
における消費者教育の推進を支援した。
ＩＣＴを活用することにより，県・市町の相談業務の共同処理や，専門的分野の相談など，
市町消費生活相談窓口の支援を行った。

人日

年間研修総日数

年間研修総日数

ICTを活用した市町消費生活相談窓口支援業務の円滑な執行が図られた。

消費生活相談員等の資質の向上が図られた。

地域の消費差団体が行う消費者問題解決のための事業に対して補助することで，多様な
主体との連携強化が図られた。

市町における弁護士相談会を通じて消費生活相談員の対応能力の向上が図られた。

事業強化・機能強化の成果



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

827,000827,000

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

合計

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

826,800

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

広島市，竹原市，三原市，福山市，府中市，庄原市，東広島市，廿日市市，安芸高田市，江
田島市，府中町，熊野町，坂町，北広島町，神石高原町

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名（事業メニュー）

50,000

50,000

33,998,607

5,091,170

38,160,000

6,110,000

25,821,000 1,218,000 1,335,816

5,628,000

1,812,882

9,364,000 12,576,000

22,326,9869,867,504

8,973,348

11,747,000

広島市，呉市，府中市，熊野町 1,684,000

36,618,004

39,307,000
広島市，呉市，竹原市，三原市，尾道市，福山市，三次市，大竹市，東広島市，廿日市市，
安芸高田市，江田島市，府中町，海田町，熊野町，坂町，安芸太田町，北広島町，世羅町，
神石高原町

50,000

860,000②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

87,758,000 

福山市

1,863,000

79,697,392 18,840,852 37,875,341 6,674,811 41,768,000 7,366,000 

4,846,460

826,800

12,051,279

129,000 1,812,882

10,000 492,535

857,394860,000

実施市町村

基金
（交付金相当分）

事業経費

581,000

857,394

事業の実績

交付金等対象経費

江田島市，北広島町，世羅町

呉市，三原市，東広島市

29年度
本予算

事業経費

事業計画

391,000 492,535

28年度
補正予算

29年度
本予算

28年度
補正予算

交付金等対象経費

基金
（交付金相当分）

広島市，呉市，竹原市，三原市，尾道市，福山市，府中市，三次市，庄原市，大竹市，東広
島市，廿日市市，安芸高田市，江田島市，府中町，海田町，熊野町，坂町，安芸太田町，北
広島町，神石高原町，

21,221,000 



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

ＰＩＯＮＥＴシステム用のパソコンを購入した。

事業名（事業メニュー）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

うち管内の市町村合計

交付金分

うち都道府県

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

消費生活協力団体の育成や消費者安全確保地域協議会の立ち上げ等により、地域安全確保ネットワークの構築等に繋がった。関係機関・団体との連携強化につながっ
た。

1,221,041                       

円

備後圏域６市２町が連携して各種事業（情報交換会・債務関連相談・消費者教育・弁護士アドバイザー制度）を実施し，消費者行政の推進が図られた。

26,482,709            

83,198,902            

56,716,193            

7,895,852                       

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

円

円

複雑・多様化する消費者からの相談業務に的確に対応するため，相談員の増員，相談日の拡大などの相談体制の充実を図った。⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

相談員や行政職員が国民生活センターや県主催の研修に参加することにより，レベルアップが図られた。

事業強化・機能強化の成果の概要

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

うち都道府県 円

相談員が弁護士に助言・指導を受け，高度化・複雑化する相談への対応力強化を図った。

円

出前講座や各種講演会等の開催，啓発用リーフレット・グッズ・ノベルティ作成・配布等，地域エフエムの啓発CM，パネル展示，迷惑電話防止装置の配布，弁護士・司法
書士相談，学校等教育職員に対する研修，高齢消費者等見守りサポーター養成研修会の実施などにより，自立した消費者の育成及び消費者被害の未然防止・拡大防止
を図ることができた。

6,674,811                       

交付金相当分

うち管内の市町村合計



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

6,887,721

円

円

円

円

81,472,297        

7,840,293          132,508,987

-9,622,457        

21,723,705

28,928,027      

円円

円

462,447,694        

28,611,426           

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県 円

うち交付金等対象経費

543,919,991         

円

円円59,612,801

124,668,694

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額

195,899,991         円 円

対平成２０年度差

円

今年度

124,668,694        

円

円

円 320,316,250

円

330,868,237円

192,835,638     

円

円円

337,779,000        

337,779,000

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象の賃料、人件費等

円

前年度平成２０年度

22,015,190 円

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

円

-25,116            

348,020,000         

うち交付金等対象外経費

うち都道府県

32.4

円462,447,694        

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の賃料、人件費等

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち先駆的事業

うち交付金相当分取崩対象外経費 133,222,837

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

365,573,000     

6,912,837

①都道府県の消費者行政決算見込み額

34,704,763

円

円

円

-3,222,810        

3,778,203         

円

3,064,353         

円

円

円

円

円円

-291,485          

円

円

63,391,004           

-                     

-                     

-713,850          

8.0

-11,265,837      

うち管内市町村

円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

円

-316,601          

円

-                     

％

円

人

円

円

-14,488,647      

円

円

円

-17,462,750       

円

％

132,508,987        

うち交付金等対象経費

円円

27,703,750           円

対前年度差

10,241,000        

うち交付金等対象外経費

320,316,250        

-7,001,013        

円

-                     

円

71,231,297        

-                     

-                     

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点） 人

うち管内市町村

人

％16.7

-                       

円

うち管内市町村

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） -                       

558,408,638     

うち先駆的事業

円

うち先駆的事業

うち都道府県

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点）

94,317,564      

円

人

円

人

-                    

円

円

円

-17,553,000      

円

円

452,825,237        

452,825,237         

-                        円

円

91,094,754           

-                        

464,091,074     

-                    

-                       

円

円

円

円 円

円-10,551,987      



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

円

円

円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

-                                         

今年度の基金積戻し額（交付金相当分）

うち定数内の相談員

7,895,852                             

設置当初の基金残高（交付金相当分） 360,000,000                          

人

今年度末実績 相談員総数 7

相談員総数

人

0

相談員総数 0

人

前年度末

①報酬の向上

④その他

うち委託等の相談員 前年度末

うち定数外の相談員

前年度末 7

852                                     

今年度末実績

前年度末の基金残高（交付金相当分）

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

円

相談員総数

相談員総数 7

相談員総数

消費生活相談員の配置 人

人0

相談員総数 7

前年度末 今年度末実績

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

0

人

7,895,000                             

円

円

人

人 今年度末実績相談員総数

処遇改善の取組 具体的内容

②研修参加支援

③就労環境の向上

国民生活センター等が開催する研修への参加支援



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人相談員総数

8 人

相談員総数47 人

5人

相談員総数

今年度末実績

うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 48前年度末

人 今年度末実績

消費生活相談員の配置 人

【実施市町】
三原市，福山市，三次市，廿日市市，府中町，熊野町
【具体的内容】
報酬額の増

前年度末 相談員総数

【実施市町】
広島市，呉市，竹原市，三原市，尾道市，福山市，府中市，三次市，庄原市，東広島市，廿日市市，安芸高田市，府中町，海田町，熊野町，坂町，北広島町，世羅町
【具体的内容】
国民生活センターや県主催の研修会参加にかかる旅費等の支援

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 53前年度末

うち定数内の相談員

相談員総数 人

相談員総数 55

【実施市町】
府中町，熊野町
【具体的内容】
相談員の身分を臨時職員から地方公務員法第３条の非常勤特別職である嘱託職員とし，有給休暇の付与や社会保険の加入等の処遇改善を図った。相談員の年齢制限の撤廃，年次休暇
日数の拡充，相談室に持ち込むノートパソコンの購入，相談対応及び啓発活動に必要な物品等の購入

今年度末実績 相談員総数

③就労環境の向上

④その他

②研修参加支援

①報酬の向上

【実施市町】
福山市，府中町
【具体的内容】
相談員の1名増員，週5日勤務の継続


